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ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種の今後の対応について 

 

 

 ヒトパピローマウイルス感染症に係る予防接種法（昭和 23 年法律第 68 

号）第５条第１項の規定による予防接種（以下「定期接種」という。）につい

ては、平成25年度第２回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討

部会、平成25年度第２回薬事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策

調査会（合同開催）において、ワクチンとの因果関係を否定できない持続的な

疼痛がヒトパピローマウイルス様粒子ワクチン（以下「ＨＰＶワクチン」とい

う。）接種後に特異的に見られたことから、同副反応の発生頻度等がより明ら

かになり、国民に適切な情報提供ができるまでの間、定期接種を積極的に勧奨

すべきではないとされたことを踏まえ、「ヒトパピローマウイルス感染症の定

期接種の対応について（勧告）」（平成25年６月14日健発0614第１号、令和２

年10月９日健発1009第１号一部改正厚生労働省健康局長通知。以下「平成25年

通知」という。）において、ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種の

対象者又はその保護者（以下「対象者等」という。）に対し、予防接種法第８

条の規定による当該接種の勧奨を行うに当たっては、市町村長（特別区の区長

を含む。以下同じ。）は、接種の積極的な勧奨とならないよう留意すること等

の対応を勧告してきたところである。 

 その後、厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会及び薬

事・食品衛生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会において、ＨＰＶワ

クチンの有効性及び安全性に関する評価、ＨＰＶワクチン接種後に生じた症状

への対応、ＨＰＶワクチンについての情報提供の取組み等について継続的に議

論が行われ、第72回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部



会、令和３年度第22回薬事・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会

安全対策調査会（合同開催）において、最新の知見を踏まえ、改めてＨＰＶワ

クチンの安全性について特段の懸念が認められないことが確認され、接種によ

る有効性が副反応のリスクを明らかに上回ると認められた。また、ＨＰＶワク

チンの積極的勧奨を差し控えている状態については、引き続きＨＰＶワクチン

の安全性の評価を行っていくこと、接種後に生じた症状の診療に係る協力医療

機関の診療実態の継続的な把握や体制強化を行っていくこと、都道府県や地域

の医療機関等の関係機関の連携を強化し地域の支援体制を充実させていくこ

と、ＨＰＶワクチンについての情報提供を充実させていくこと、などの今後の

対応の方向性も踏まえつつ、当該状態を終了させることが妥当とされたところ

である。以上を踏まえ、平成25年通知は、本通知の発出をもって廃止する。 

 ついては、ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種に関し、下記のと

おり取り扱うこととしたので、貴職におかれては、関係機関等へ周知を図ると

ともに、その実施に遺漏なきを期されたい。 

なお、本通知の下記の内容は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条

の４第１項に規定する技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１ ＨＰＶワクチンの個別の勧奨について 

市町村長は、ヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種については、平

成25年通知が廃止されたことを踏まえて、予防接種法第８条の規定による勧奨

を行うこと。具体的には、対象者又はその保護者に対し、予診票の個別送付を

行うこと等により、接種を個別に勧奨することが考えられる。 

なお、予防接種法施行令（昭和23年政令第197号）第６条の規定による周知

については、やむを得ない事情がある場合を除き、個別通知とし確実な周知に

努めること。 

こうした個別の勧奨（以下「個別勧奨」という。）については、市町村長は

接種実施医療機関における接種体制の整備等を進め、基本的に令和４年４月か

ら順次実施すること。 

なお、準備が整った市町村（特別区を含む。）にあっては、令和４年４月よ

り前に実施することも可能であること。 

 

２ ＨＰＶワクチンの個別勧奨及び接種を進めるに当たっての留意点 

（１）個別勧奨を進めるに当たっては、標準的な接種期間に当たる者（13 歳

となる日の属する年度の初日から当該年度の末日までの間にある女子）に対

して行うことに加えて、これまで個別勧奨を受けていない令和４年度に14歳



から16歳になる女子についても、ＨＰＶワクチンの供給・接種体制等を踏ま

えつつ、必要に応じて配慮すること。例えば、令和４年度以降、以下の例の

ように、標準的な接種期間に当たる者に加えて、これまで個別勧奨を受けて

いないヒトパピローマウイルス感染症に係る定期接種の対象者であって年齢

の高いものから順にできるだけ早期に個別勧奨を進めることが考えられる。 

 例：令和４年度：同年度に13歳になる女子（※）、16歳になる女子 

   令和５年度：同年度に13歳になる女子、16歳になる女子 

   令和６年度：同年度に13歳になる女子、16歳になる女子 

（※）平成21年４月２日から平成22年４月１日までに生まれた女子（以下同様

の考え方。） 

 

（２）ＨＰＶワクチンの接種を進めるに当たっては、対象者等に対しワクチン

接種について検討・判断するために必要な情報提供が行われるとともに、被

接種者が接種後に体調の変化を感じた際に、地域において適切に相談や診療

などの対応が行われるよう、医療機関や医師会等の関係者の連携の下、十分

な相談支援体制や医療体制の確保に遺漏なきを期されたいこと。 

 

（３）市町村長は、管内の医療機関に対して、ヒトパピローマウイルス感染症

に係る定期接種の対象者等が接種のために受診した場合には、ＨＰＶワクチ

ン接種の有効性及び安全性等について十分に説明した上で、対象者等が接種

を希望した場合に接種することを引き続き周知すること。 

 

（４）ヒトパピローマウイルス感染症の定期接種を含め、予防接種による副反

応疑いの報告が適切に行われるよう、市町村長は管内の医療機関に対して

「定期の予防接種等による副反応疑いの報告等の取扱いについて」（平成25

年３月30日健発0330第３号、薬食発第0330第１号厚生労働省健康局長、厚生

労働省医薬食品局長連名通知）の周知を引き続き図ること。 

 

３ その他 

 平成25年通知が廃止されるまでの間、積極的な勧奨の差控えにより接種機

会を逃した方への対応については、第26回厚生科学審議会予防接種・ワクチ

ン分科会において、公費による接種機会の提供等に向けて対象者や期間等に

ついての議論を開始したところであり、今後、方針が決定し次第、速やかに

周知する予定であること。 

 

 

以上 


